
 リンク交通量の確率特性を考慮したＯＤ交通量推計法 

 

金沢大学工学部     学生員 ○宮崎 純一 

金沢大学大学院自然科学研究科     正会員  中山 晶一朗 

金沢大学大学院自然科学研究科  フェロー会員  高山 純一     

1．研究の目的と背景 

 
 近年都市部における慢性的な交通渋滞が全国的に問

題となっている．こうした渋滞を緩和するためにも，

既存の道路ネットワークの状況改善あるいは新規道路

整備による都心通過交通の削減等の対策が求められる．

そのためには，あらかじめ対象地域における交通需要

量を詳細に把握する必要がある． 

 基本的に交通需要の推計には，低コストでなおかつ

精度が高いことが要求される．一方，従来から用いら

れてきたパーソントリップ調査による手法は，広域的

な都市圏を対象とする場合は高い精度が得られるもの

のかなりのコストを要する．また都市内の限られた地

域を対象とする場合は精度も低下するため，パーソン

トリップ調査を扱える対象は限られてくる．そこで，

既存の観測交通量の資料を用いて交通需要を推計する

手法が，コストや精度向上の面からも注目されている． 

 これまで１回観測の（確定値としての）リンク交通

量を用いたOD推計モデルが大半であった．これらのモ

デルでは各リンク交通量のみの情報でOD推計を行っ

ている．リンク交通量の観測を多数行うことができる

場合，リンク交通量の平均値だけでなく，その分散や

リンク間の共分散の情報も獲得することができる．

Hazelton1)は，観測交通量のリンク間における相関も用

いたOD交通量の推計モデルを提案している．しかし

Hazelton1)では，リンク交通量のみを用いリンク旅行時

間や交通ネットワーク均衡などが考慮されていない．

これらを考慮することにより，より正確に，よりロバ

ストにOD推計を行うことが期待できる． 
本研究では，リンク交通量の分散共分散行列を用い

るとともに，交通ネットワーク均衡の制約下でOD推

計する手法を開発する．  
 
2．既存モデルの概要 

 
(1)観測フローと推計フローの関係 

 リンク観測交通量からOD交通量を推計するモデル

では，実際の道路網の形状に基づいて推計値が観測値

に適合するような計算が行われるので，より高精度の

値が得られる．しかしこの場合，得られるリンク観測

交通量の数は推計すべきOD交通量の数よりも少なく

次式のような関係で表される． 
 

                  (1) YX A=
 

ここで，X は各リンクの観測交通量を要素に持つベク

トル， は各経路交通量を要素に持つベクトルを表

す．また

Y
A は，リンクiが経路jに含まれていれば 1，

含まれていなければ 0 となる要素aijより構成されるパ

スリンクインシデンス行列を表す．経路交通量 より

推計OD交通量を得るのであるが，(1)式において( の

要素の数)＜( の要素の数)であるため一意的な解が

得られない．そこで，観測交通量の各リンク間におけ

る相関関係（分散共分散行列）を用いることが有用と

される． 

Y
X

Y

 
(2)目的関数 

 Hazelton は，観測交通量と推計（リンク）交通量の

間における期待値の差と分散共分散の差との合計が最

小化されるような以下の目的関数を提案している． 

    (2) 　　 )),(()),(()(.min 21 SddQ θXθμθ ∑+=

θ Y )(θ
 
ここで， は経路交通量 の期待値，μ は推計リ

ンク交通量の期待値， X
)(θ

はリンク観測交通量の期待

値，∑ は推計リンク交通量の分散共分散， はリ

ンク観測交通量の分散共分散を表す．また, ,d は

(ユークリッド)距離関数を意味する．この目的関数の

意図は，推計交通量の分布形を観測交通量の分布形に

極力近づけるといったところにある．ここで共分散の

差も考慮する理由は，期待値が等しいという条件のみ

では複数の分布形が解として考えられ一意な解が定ま

らないからである． 
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(3)仮想ネットワークへの適用 

 Hazelton は(2)式の仮想ネットワークへの適用に際し

て，OD 交通量がポアソン分布に従うものと仮定しポ

アソン乱数により観測交通量を発生させている．その

仮想ネットワークはノード数3，リンク数2，ODペア

が3つの直線形をした極めて単純なもので，各リンク
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の旅行時間は等しく一定とされる．しかし，より現実

に即した交通ネットワークを考慮する際には各リンク

の旅行時間を一律であると仮定するわけにいかず，(2)
式のモデルの活用に当たりこのような問題点を改善す

る必要がある． 
 
3．交通ネットワーク均衡の考慮 

 

(1)MPEC（均衡制約付数理問題）2)

MPEC  (Mathematical  Problem  with  Equilibrium 
Constrains)とは，均衡問題を最適化問題の制約とする

均衡制約付数理最適化問題を意味する．つまりこの

MPECの適用により，記述的な均衡モデルが下位問題

として規範的な最適化問題に組み込まれるため，均衡

理論，最適化理論の2モデルを組み合わせた分析が可

能となる． 
  
(2)MPECの本研究への適用 

 中山，高山3)はリンク交通量を用いた交通ネットワ

ーク均衡モデルのパラメータ推定において，最尤推定

法によるパラメータ推定の定式化の際に確率的ネット

ワーク均衡モデルを下位問題としたMPECを用いてい

る．まず各道路利用者は次式のロジットモデルに従い，

経路選択確率piを決定すると仮定される． 
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ここで， はODペア iの経路 jの平均旅行時間を，ijt γ
は正のパラメータを表す．確率的ネットワーク均衡モ

デルの定式化に際し(4)式を含んだ関数g の要素 が

次式により定義されている． 
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ここで， iλ はODペア iの平均交通量，θは平均経路

交通量のベクトルである．確率的ネットワーク均衡モ

デルは，この関数g に関する次の不動点問題として定

式化されている． 

                        (5) )(θgθ =

 
中山，高山は，この(5)式を最尤推定法によるパラメー

タ推定の定式化における制約条件とした MPEC を適

用している． 
 本研究においても，目的関数(2)式の均衡制約条件と

して(5)式を用いたMPECを形成することにより，リン

ク旅行時間が考慮されていないといった問題点を補う

ことを考える．以下に改めてその内容を整理すると， 

)(
)),(()),(()(.min 21

θgθ
θXθμθ

=
∑+=

　　　　　　
　　

tosubject
SddQ   (6) 

と表せる． 
 
(3)ネットワークへの適用 
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図-1.適用ネットワーク 

 

 図-1 に示す仮想ネットワークに対し(6)式の MPEC
を適用することによりその有効性を確認する. ここで

ODペアは2組あり, OD1:ノード1からノード3, OD2:
ノード2からノード3とする. また各ODペアには経

路が 2 つずつ存在し, OD1: (リンク 1+リンク 3)(リン

ク2), OD2:(リンク3)(リンク4)である.  

 次に, 各リンクの平均旅行時間関数は次のように表

される.  
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ここで, α はリンク自由走行時間(分)を表し, 順に

15, 30, 10, 15 である. β はリンクの交通容量(台)

を表し, 順に1000 ,1000 ,2000 ,1000とする. このリ

ンク旅行時間の数値を各経路における数値に変換し, 

(4)式の制約条件関数に組み込む.  

 

4.おわりに 

 

 前章3節の計算結果は講演時に発表する. また, 得

られた推計値の考察等の後, 同様の計算を金沢市道路

ネットワークに対しても適用する.最後に,推計値の精

度に対する評価及び本理論における諸課題の提示等を

行う. 
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